
　　　　　　　　　主　　　　文
　　　　　本件各控訴を棄却する。
　　　　　附帯被控訴人ら（控訴人ら）は、各自、附帯控訴人（被控訴人）両名に
対し、それぞれ各金一八一万一五三八円及び内金一五六万一五三入円に対する昭和
四〇年九月一日より、内金二五万円に対する同年五月八日より各完済に至るまで年
五分の割合による金員を支払え。附帯控訴人らのその余の請求拡張部分を棄却す
る。
　　　　　当審における訴訟費用は、これを四分し、その一を被控訴人（附帯控訴
人）らの、その余を控訴人（附帯被控訴人）らの各負担とする。
　　　　　附帯控訴人ら（被控訴人ら）において各金二〇万円の担保を供するとき
は、右第二項に限り、仮りに執行することができる。
　　　　　　　　　事　　　　実
　一、　控訴人（附帯被控訴人以下単に「控訴人」という）らの各指定代理人ら
は、「原判決を取消す。被控訴人らの請求を棄却する。訴訟費用は第一、二審とも
被控訴人らの負担とする。」との判決を求めるとともに、附帯控訴に対し、「附帯
控訴人らの当審における請求拡張部分を棄却する。附帯控訴費用は、附帯控訴人ら
の負担とする。」との判決を求めた。
　被控訴人（附帯控訴人以下単に「被控訴人」という）ら代理人は、「本件各控訴
を棄却する。」との判決を求めるとともに、附帯控訴として、請求を拡張し、「控
訴人らは被控訴人らに対し、各自それぞれ金三〇〇万円及び内金二五〇万円に対す
る昭和四〇年九月一日より、内金五〇万円に対する同年五月八日よりそれぞれ完済
に至るまで年五分の割合による金員を支払え。附帯控訴費用は控訴人らの負担とす
る。」との判決並びに仮執行の宣言を求めた。
　二、　当事者双方の事実上及び法律上の陳述は、次に附加するほかは、原判決の
事実摘示と同一であるから、その記載をここに引用する（但し、亡Ａの生年月日を
「昭和二二年一月二〇日」と訂正する）。
　（一）　控訴人らの主張
　（１）　本件の場合道路の管理責任を論ずるには、本件事故発生現場に限定し
て、その場所を危険個所と認めるべきか否か、さらに道路管理者として如何なる範
囲まで管理責任を負うべきかを判断すべきである。すなわち、本件事故現場を含む
ａ、ｂ間約二粁の間に、危険個所が数ケ所存在しており、さらに小石程度の落石の
可能性のある場所が或程度多数存在していたことは認めるが、小石が一、二個直接
道路上に落下したとしても、その程度の落石は、人身に危険を及ぼすものではな
く、そのような落石が直ちに崩土を予想させる現象でもない。崩土の先駆的現象で
ある落石と一、二個の小石が岩盤からかけくずれて落下するのとは、全く異質のも
のである。従つて右約二粁の全区間を危険区域と見て、右区域全体を対象として、
道路管理上の暇疵の有無を論ずるのは失当である。
　ところで本件事故現場及びその附近は、かつて崩壊事故も落石事故もなかつた上
に、具体的な危険発生の徴候も全く見られなかつた安定した地盤のところで、少し
も危険発生が予想されなかつた場所である。もつとも本件崩壊現場下方の道路の海
ぎわにある鉄筋コンクリートのガードレールが損壊して居り、また現場附近の断崖
及び附近一帯の海岸に、岩石が累々と散在してはいるが、そのうち、右ガードレー
ルは、昭和五年の路線改修に際し設置され、爾来三〇余年の歳月の経過のため、コ
ンクリート自体の低質性によつて酸化現象が進み風化した上、昭和二一年南海大地
震の地盤変動により損壊したのであつて、落石ないし崩土がガードレールに落下接
触して損傷したものではなく、また下方海岸一帯に散在する岩石は、本件道路開設
の際及びその後の改修の際に、人為的に落下させたものであつて、道路上方の山地
から自然に落下したものではない。従つて右ガードレール損壊の事実或は海岸に多
数の岩石が存在する事実から、本件現場が危険な個所であつたと認定することはで
きない。危険を予想し得ない個所に対し、防護施設その他の措置をとらなかつたと
しても、道路に通常備えるべき安全性が欠けていたとして、道路管理者に管理責任
を負わすべき理由はない。
　（２）　須崎土木出張所においては、昭和二七年以降現在まで、本件道路におけ
る車両通行の安全と交通危険の防止を目的として、ｃとｄの両地点の道路際に、
「これより落石あり」と明記した白木の標示札を道路標識として設置し、また関係
警察署とも連絡をとつて、須崎市公安委員会から提供された赤色の注意喚起の布切
れを立てて、一般の道路通行者の危険性認識の標識として、注意を促がして来たも
のである。そして、本件事故発生の昭和三八年には、異常気象のため、高知県全県



下に豪雨と長雨が降り続き、道路災害の発生が憂慮されたので、同年四月当時右土
木出張所は、係員をして前記二ヶ所に、「落石注意」の立札を立てて、通行者に注
意を与え、本件道路の交通上の危険予防の措置をとつていたものである。
　（３）　本件事故は、異常な天然現象から生じた災害であつて、全く不可抗力に
基づくものである。昭和三八年四月以来、高知県下は未曾有の長期降雨に見舞わ
れ、加うるに六月上旬には台風第二号が襲来したが、更に本件事故当日には、台風
第三号が高知県西部に上陸し、同県上空に停滞していた梅雨前線を刺激して、県下
各地に多量の降雨をもたらしたのであるが、須崎地方の海岸地帯においても、強風
と強い俄か雨を正面から受けたことはいうまでもない。ところで本件崩壊現場附近
の地質は、硬質の砂岩と泥岩との混成層であり、地表近くの泥岩が長年にわたつて
風化流亡して、これに亀裂を生じたため、本件のような何人も予想できない岩石の
崩壊事故が発生したものと推定される。このような状況のもとに発生した事故は、
道路の維持管理が不完全で、通常備えるべき安全性を欠いていた結果生じたものと
いうことはできず、もつぱら外部的な事情から生じた不可抗力による事故というべ
きである。仮に本件事故が不可抗力によるものでないとしても、右のような状況の
下に発生した以上、道路管理の範囲外に属し、道路の管理の瑕疵に基づくものとは
いえない。
　（４）　仮に本件事故現場が危険を予想し得る場所と認められ、防護施設の設置
その他の安全確保の措置をとらなかつた場合に、営造物自体に関連した損害の発生
があれば、管理の瑕疵に基づく責任が生ずるとする絶対的責任論の立場をとるにし
ても、事物の性質に従つて責任を緩和する免責事由は認められるべきであり、特に
建築物等一般の営造物とは異なる道路のような営造物においては、その事物の性質
から来る特殊性を考慮して、責任の有無を決定すべきである。しかるところ、本件
道路は、昭和五年県道中村線として認定されて以来、改良されないまま同二八年五
月二級国道松山高知線となり、さらに同三八年四月一級国道五六号線として指定さ
れ、今日に至つている道路で、道路法施行法第一〇条第一項にいう「新法施行の際
現に存在する道路」に該当するから、落石等により交通に支障を及ぼし、若しくは
道路の構造に損傷を与えるおそれがある個所には、適当な防護施設を設けることを
義務付けた道路構造令第三一条の適用は除外されている。従つて右規定の適用があ
る新設道路とは異なつた見地から、その通常備うべき安全性を判断すべきであつ
て、一般抽象的な通常備らべき安全性をすべての道路に劃一的にあてはめるべきで
はない。また本件道路を改築するとした場合、ａの国鉄ガードからｂの国鉄ガード
までの間の九、六八五米の部分に要する費用は、実に金二四億五四〇〇万円とな
り、そのうち防護柵に要する費用は、一米当り金四万五〇〇〇円、合計金二億三五
四〇万円の巨費を要することとなる。しかもこの防護柵によつては、落石を防ぎ得
ても、崩壊には耐え得ないのである。さらに本件崩壊現場につき、巨費を投じて調
査したとしても、事実上事前に崩壊の危険性を発見することは不可能に近いのであ
る。このように予算面からも事実上からも事故防止が不可能であるにもかかわら
ず、一般抽象的な通常備うべき安全性に欠けるとして、機械的に管理責任を認める
ことは、現実を無視するものであり、本件の場合は、すべからく免責されるべきで
ある。
　（５）　なお本件道路の管理に瑕疵があつたかどうかの判定基礎となる道路が備
えるべき通常の安全性とは、通行車両や交通量、並びに附近の地形、地質等を綜合
的に勘案して、当該道路がこれらの具体的な自然条件と維持管理者の実質的管理能
力のもとで、社会通念上一般的に期待される道路交通上の諸機能とそれに伴う質的
及び量的な諸施設とを保持していることであつて、この道路安全上の一般的な基準
を超えて、道路上で発生した損害や危険性に対してまでも、道路管理者がすべての
責任を負うべきのではない。さらに道路が抽象的一般的に備えるべき安全性と国な
いし県の財政規模との関連において道路が具体的実質的に備えている安全性とは、
明確にこれを区別すべきであつて、本件のような落石による通行者死亡事故は、ま
さに偶発的な事故であり、このような事故に対してまでも、道路の備えるべき抽象
的な安全性を基準にして、道路の安全性を劃一的に解釈し、管理責任を問うのはま
ことに不当である。
　（二）　請求拡張部分（附帯控訴）についての被控訴人らの主張
　（１）　亡Ａは、被控訴人らの間に、昭和二二年一月二〇日五男として出生し、
健康に恵まれ、自動車運転手を志して訴外四国運輸建設株式会社のトラック運転助
手に採用され、本件事故（昭和三八年六月一三日）当時、一六歳であつて、一ケ月
平均一万一〇〇〇円以上の収入を得ていたが、遅くとも事故の二年後である昭和四



〇年六月までには、正規の運転手として、月収金二万五〇〇〇円以上を得ることが
予想されていた。そして前記会社の定年は、五六歳であつて、それまで少くとも三
六年間は、運転手として、或いはその他の作業員として、同額の収入を維持するこ
とが可能であつたから、結局右Ａは、本件事故による死亡のため、次のような得べ
かりし利益を失つたわけである。
　（イ）　助手の期間（二年間）について
　前記月収金一万一〇〇〇円から月額金五〇〇〇円の生活費を控除した金六〇〇〇
円の二四ケ月分、合計金一四万四〇〇〇円
　（ロ）　運転手の期間（三六年間）について
　前記月収金二万五〇〇〇円から月額金五〇〇〇円の生活費を控除した金二万円の
四三二ヶ月分、これを各月毎にホフマン式計算法（年五分の一二分の一に当る中間
利息控除）を用いて、昭和四〇年六月における現在価格を算出すると、金四九三万
五七五〇円となる。
　従つて右（イ）（ロ）を合計すると、金五〇七万九七五〇円となるから、亡Ａ
は、本件事故により少くとも金五〇〇万円の損害を蒙つたもので、同人は控訴人ら
に対し、それぞれその賠償を請求する権利を取得したのであるが、右Ａには配偶者
も子もなかつたので、父母である被控訴人らは、相続によりこの損害賠償請求権を
それぞれ二分の一（金二五〇万円）宛承継した次第である。
　（２）　また被控訴人らは、右Ａの父母として、Ａの不慮の死により、多大の精
神的打撃を蒙つたので、本件事故の態様、当事者の資力、社会的身分等を考える
と、それぞれ金七五万円宛をもつて慰籍されるのが相当である。
　（３）　よつて被控訴人らは、当審において控訴人らに対し、右相続した財産上
の損害各自金二五〇万円宛、慰籍料各自金五〇万円宛（金二五万円については、既
に原審において請求し、認容されている。）、合計金三〇〇万円宛及び右金二五〇
万円については、本件事故後である昭和四〇年九月一日から、右金五〇万円につい
ては附帯控訴状送達の日の翌日である昭和四〇年五月八日から、各完済に至るまで
それぞれ民法所定年五分の割合による遅延損害金の支払を求めるものである。
　（４）　なお被控訴人らが、控訴人ら主張のような遺族補償費、葬祭料の支給を
受けたことは争わないが、葬祭料については、これを本件損害賠償額の算定に当つ
て考慮すべきでない。
　（三）　請求拡張部分に対する控訴人らの答弁
　（１）　被控訴人らの前記主張事実中、亡Ａが被控訴人らの間に昭和二二年一月
二〇日出生した五男であること、右Ａが訴外四国運輸建設株式会社に雇われ（トラ
ック臨時作業員）、本件事故当時同会社において就労中であつたことは認めるが、
その余の事実はすべて争う。
　（２）　仮に控訴人らにおいて、本件事故による損害賠償義務があるとすれば、
その賠償額の算定に当つて、労働者災害補償保険法により、（イ）被控訴人Ｂに対
し支給された遺族補償費金二一万五五一〇円、及び葬祭料金二万五八六一円、計金
二四万一三七一円、（ロ）被控訴人Ｃに支給された遺族補償費金二一万五五一〇円
は、それぞれ控除されるべきである。
　三、　証拠
　当事者双方の証拠の提出、援用、認否は、次に附加するほかは、原判決の事実摘
示中五、証拠の項に記載のとおりであるから、これをここに引用する。
　（一）　被控訴人ら代理人は、甲第一一、第一二号証を提出し、当審証人Ｄ、同
Ｅの各証言を援用し、乙第六、第七号証の各一、二、第八号証、第九号証の一ない
し三の各成立を認め、乙第一〇号証の一、二の成立は不知、と述べた。
　（二）　控訴人指定代理人らは、乙第六、第七号証の各一、二、第八号証、第九
号証の一ないし三、第一〇号証の一、二を提出し、当審証人Ｆ、同Ｇ、同Ｈ、同
Ｉ、同Ｊ、同Ｋ、同Ｌ、同Ｍ、同Ｎ、同Ｏ、同Ｐ、同Ｑの各証言並びに現地検証の
結果を援用し、甲第一一、第一二号証の各成立を認めた。
　　　　　　　　　理　　　　由
　第一、　本件事故の発生
　一、　Ａは、訴外四国運輸建設株式会社（以下単に四国運輸という）に雇われて
いた者であるところ、昭和三八年六月一三日、Ｒが運転する四国運輸所有の一九六
一年型六トン車日産ＵＤ六八〇型貨物自動車（高１い一〇―八七号）に助手として
同乗し、高知市から高知県中村市に向う途中、同県須崎市ａ、ｅトンネルの北方約
二〇〇米の道路上で、上方からの落石に起因する事故により死亡したこと（以下本
件事故という）は、本件当事者間に争いがない。



　二、　そして成立に争いのない乙第一号証の一、二、同第二号証の一ないし三、
甲第一号証、同六号証の一ないし三、同第七号証に、原審証人Ｒ、同Ｓ、当審証人
Ｍ、同Ｇの各証言、並びに原審及び当審における各検証の結果を綜合すると、前記
貨物自動車は、当日国道第五六号線を進行し、午後〇時三〇分頃時速約三五キロ位
で、先行する小型貨物自動車（四国運輸所有、運転手Ｍ、助手Ｓ）より二〇米位離
れて、本件事故発生地点にさしかかつたところ、突然進行方向に向つて右側山地の
上方、道路からの斜距離約七七米（垂直距離約六五米）の個所が、幅約一〇米、高
さ約二米にわたつて崩壊し、相当量の土砂と共に大小二〇個位の岩石が道路上に落
下して来たこと（以下これを本件崩土という）、そのため前記先行の貨物自動車に
も、その運転台と荷台との境部分に直径五〇糎位、厚さ三〇糎位の石が当ると共
に、本件貨物自動車の運転助手席上部に、直径約一米位の岩石（重量約四〇〇瓩）
が落下し、助手席に乗つていた前記Ａ（昭和二二年一月二〇生、当時十六才）が、
その衝撃により、内臓破裂の傷害を受け、路上にほうり出されて即死するに至つた
こと（なおＲ運転手は、負傷に止つた）を認めることができ、右認定を動かすに足
る証拠はない。
　第二、　本件道路の沿革
　本件事故が発生した道路は、高知県須崎市ａより同県高岡郡ｆ町ｂに通じている
ものであるが、この道路は、昭和五年に高知県道高知中村線の一部として開通した
こと（昭和五年一一月一九日高知娯告示第六三八号参照、なお右道路のうち、ａよ
り海岸線に沿い、ｅトンネルに至る約二、〇〇〇米の区間を、以下本件道路と称
す。原審検証調書添付見取図第一図参照）、右高知県道は、昭和二八年五月一八日
二級国道松山高知線として指定を受け、更に昭和三七年五月一日一級国道五六号線
（高知市より土佐市、須崎市、中村市、宿毛市、宇和島市、大洲市、伊予市を経て
松山市に至る）として指定されたこと（昭和三七年五月一日一級国道の路線を指定
する政令等の一部を改正する政令参照）は、弁論の全趣旨並びに関係法令に照し明
らかである。
　第三、　本件道路の管理主体
　本件道路は、前記のように一級国道五六号線の一部であるところ、これを高知県
知事が管理し、同知事は、その維持、修繕その他の管理を高知県須崎土木出張所の
所管とし、同所長以下の職員をしてその任に当らしめていたことは、本件当事者間
に争いがない。
　第四、　本件道路の概況
　本件道路は、もともと高さ約二〇〇米に及ぶ急傾斜の山岳がそのまま海中に没す
るところを、その中腹を切取つて設置されたものであり、ｆ町に向つて左側は、海
岸線に沿つているのに対し、その右側は、あたかも屏風を立てたような山の急斜面
に接していること、並びに本件道路の幅員は、約六米で、舗装されていない砂利道
であることは、成立に争いのない甲第二号証の一、二、原審及び当審における検証
の結果に照し明らかである。
　第五、　本件道路の重要性
　成立に争いのない甲第七号証に、原審証人Ｒ、同Ｉ、同Ｔの各証言並びに弁論の
全趣旨を綜合すれば、須崎市より中村市方面に出る道路としては、須崎市よりｇ村
を経てｈ町に通ずる道路が存するけれども、右道路は、甚しく迂回することにな
り、且つ大型自動車の通行に無理があること、従つて本件道路がいわば須崎市から
中村市に通ずる唯一の幹線道路であり、高知市方面と中村市方面とを結ぶ重要交通
路であることを窺うことができる。
　第六、　本件崩土発生の原因
　原審及び当審証人Ｊ（高知県開発総室主幹）の証言に徴すれば、本件崩土が生じ
た箇所及びその附近の地質は、砂岩と頁岩の互層帯を成して居り、頁岩は砂岩に比
して風化し易いため、長年月に亘る頁岩の自然風化に、降り続いた雨が誘因となつ
て、本件崩土を起したものであることを肯認することができる。そして本件事故発
生前の昭和三八年六月上旬頃須崎市附近は、雨天の日が多く、相当の降雨があつた
ことは、成立に争いのない乙第四号証、同第三号証の一ないし三により、これを窺
うことができる。
　第七、　本件道路の危険性
　一、　控訴人らは、本件道路の区間内に従来落石が或程度あつたことは、必ずし
もこれを争わないところであるが、従来の落石或は崩土の状況につき、本件にあら
われた各証拠を検討して見るに、
　（１）　原審及び当審証人Ｉ（当時の須崎土木出張所長）は、須崎市ａ海岸附近



の道路においては、落石の危険があることを承知して居り、須崎土木出張所長着任
（昭和三八年四月一日）前に、本件事故現場より一粁位須嶋寄りの地点で、進行中
の自動車のフロントガラスに握り拳位の大きさの石が飛んで来て、右ガラスを損傷
したことがあるとのことを聞いた旨
　（２）　原審証人Ｕ（須崎土木出張所修路工手）は、自分の担当区域は、須崎中
学校前からｂ（ｆ町）との境に至る道路（本件道路が含まれる）であるが、右担当
区域内で落石（石がパラパラと落ちて来ること）や崩土（土砂に石が混つて落ちて
来ること）が多くあり、右道路区間は、全線危険性がある。なお昭和三六、七年頃
本件事故現場より六、七百米須崎寄りで崩土のため車が埋つているのを見たことが
ある旨
　（３）　原審証人Ｖ（須崎土木出張所補修係）は、本件道路において、小さな石
が落ちることは始終あり、昭和三五年頃小さな石が車に当つたことがあると聞いて
いる旨
　（４）　当審証人Ｆ（元須崎土木出張所現場監督）は、本件道路においては、台
風や豪雨のあとなどに、山崩れのあるなしにかかわらず、天気になる前に、地盤が
ゆるんで石がバラバラと落ちて来ることがある。自分も通行している時に、バラバ
ラと小石が落ちて来たのを経験したことがある。また自分の在任中（昭和三三年七
月から昭和三七年一月まで）二回程崩土があつたが、それは山側約三〇米位の高所
からてあつた旨
　（５）　当審証人Ｈは、自分はａに居住して居り、戦前須崎土木出張所に工手と
して勤務していたことがあるが、南海大地震（昭和二一年一二月）より前に、ｉ、
ｊ、ｋのあたり（いずれもａより本件事故現場に至る間）で、崩土があつたことが
あるが、南海大地震以後においても、昭和二五年頃本件事故現場より一五〇米位北
方の本件道路上に、崩土が来たことがある旨
　（６）　原審証人Ｒ（本件貨物自動車の運転手）は、数年前に、本件事故現場附
近で、四国運輸の自動車が落石に遭遇したことがあり、自分も直径三〇糎位の石が
バラバラと落下するのを何回か見たことがあり、特に本件事故現場から須晴寄り三
〇〇米位の箇所において、落石が多かつた旨
　（７）　当審証人Ｍ（先行自動車の運転手）は、これまで本件道路を通る時に、
石が落ちていたことは、五回や六回はあつた。その石は、約三貫か四貫位なもので
あつた旨
　（８）　原審証人Ｓ（先行自動車の助手）は、本件事故現場附近は、落石の危険
があると聞いて居り、車に石が当つたこともあると聞いていた旨
　（９）　原審証人Ｗ（四国運輸の自動車運転手）は、須崎市ａの海岸は、戦前戦
後を通し、落石の多い所であり、特にｅトンネルの前後附近でよく落石があるが、
本件事故現場附近でも落石があつた。自分の眼の前に石が落ちたこともあり、また
崩壊があつて、ボロボロと崩れ落ちているところを目撃したこともある。
　なお本件事故の一カ月位後にも、本件事故現場からさほど遠くない地点で、三輪
自動車が落石に遭い、損傷を受けたことを聞いたことがある旨
　（１０）　当審証人Ｋは、ｅトンネルから本件道路を北へ三〇〇米位行つた所
が、従来落石のあつた箇所である旨
　（１１）　当審証人Ｌは、ｅトンネルから本件道路を東北へ一、〇〇〇米位行つ
た附近で、石がよく落ちる。自分も小さい石が落ちたところは再三見たことがある
旨
　（１２）　当審証人Ｏ（元須崎警察署交通主任）は、ａ海岸の道路においては、
小さい石がボロホロ落ちる程度の箇所が十二、三カ所位あつた。またｅトンネルよ
り本件道路を二、三百米位須崎に寄つた箇所で、山崩れが二、三度あつたが、それ
は山側約五、六十米位の高所からであつた旨
　それぞれ証言している（右各証言内容につき、原審検証調書添付見取図第一図参
照）。
　以上摘記の各証言に、後記認定のように、高知県須崎土木出張所において、従来
本件道路に「落石注意」の標札を立てたりなどした事実を総合すれば、落石或は崩
土があつた場所及び時期の点につき幾分明確を欠くきらいがあるとはいえ、いずれ
にしても、本件道路においては、従来山側から、しばしば落石があり、また何回か
崩土もあつた事実を肯認するに十分である。
　二、　ところで前記第一で認定したような本件事故が発生したこと自体、本件道
路が危険であつたことを示すものであるが、これに本件道路においては、従来右
一、で認定したような落石及び崩土があつた事実を併せ考えると、本件道路は、山



側から、何時落石があつたり、或は崩土が起るかも判らず、本件道路を通行する人
及び車は、たえず危険にさらされていたことを窺うことができる。
　第八、　本件道路の管理状況
　原審証人Ｕ、当審証人Ｇ、同Ｈ、同Ｆ、同Ｏ、同Ｌ、同Ｋ、同Ｎの各証言を綜合
すれば、本件道路を管理する任に当つていた高知県須崎土木出張所においては、
（イ）昭和二三年頃から昭和三〇年頃までの間は、崩土があつた時など、本件道路
の区間内で年に五、六回通行止めをしたことがあり、（ロ）昭和三〇年以後におい
ては、本件道路の区間中ａ寄りｉの附近に、「落石注意」或は「これより落石あ
り」と記した標識を立てたことがあり、（ハ）昭和三四、五年頃須崎警察署、高知
県交通安全協会須崎支部と三者合同して、本件道路の危険箇所（崩土または落石の
おそれがある箇所）を調査し、本件道路の区間内十二、三箇所に、長さ一間位の竹
竿の先に赤の布切れをつけたものを立てたことがあり、また（ニ）従来大雨があつ
た後などには、所属の修路工手らをして、本件道路の見廻りをさせていたことを認
めることができる。しかし高知県須崎土木出張所において、本件道路につき、右認
定のような措置以外に、本件道路通行の安全性を確保するための措置を講じた事実
を認めるに足る証拠はない。
　なお前記（ロ）の「落石注意」の標札が、本件事故発生当時まで存在していたか
どうかについては、これを確認するに十分な資料がなく（原審証人Ｒ、同Ｓ、当審
証人Ｍの各証言によれば、本件事故発生当時には、右標札がなかつたことを窺うこ
とができる）、原審及び当審証人Ｉの証言に徴すれば、同証人は、昭和三八年四月
一日須崎土木出張所長に就任後、本件道路に「落石注意」の標識を整備する必要を
感じ、同年五月末か六月初頃須崎市の塗料店へ標識を数本注文していたが、その製
作が遅延し、本件事故発生までに間に合わなかつた事実を認めることができる。
　第九、　道路管理者の義務
　およそ道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつ
て一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならないこと道路法第四二条第
一項の明定するところである。そして成立に争いのない乙第六号証の二によれば、
建設省道路局長は、昭和三七年八月二八日各都道府県知事、五大市長に宛て、「道
路の維持修繕等管理要領」と題する通達を発していること、右通達によれば、道路
の構造を保全し、円滑な交通を確保するため、道路の維持、修繕等の管理の万全を
期することを基本方針とした上、交通及び沿道住民の危険を防止する対策として、
防護柵、道路照明灯、道路標識、区画線、横断歩道橋等の道路交通安全施設の設置
を強力に推進すること（管理要領五参照）を指示していること明らかである。
　従つて本件道路の管理者たる高知県知事（国の機関として）も、本件道路の通行
者が安全に通行できるよう、万全の措置を講ずべき義務があること多言を要しな
い。
　第十、　本件道路管理の瑕疵
　<要旨>国家賠償法第二条第一項は、「道路の管理に瑕疵があつたために、他人に
損害を生じたときは、国または公</要旨>共団体は、これを賠償する責に任ずる」旨
規定しているところ、右「道路の管理に瑕疵があつた」とは、道路の管理の不完全
により、道路が道路として通常備えるべき安全性を欠いていたことを指称するもの
と解するのが相当である。そして右の場合道路管理者側に過失があつたかどうか
は、これを問うところでないと解すべきである。
　そこで今本件につき見るに、本件道路において、本件のような瞬時にして貴重な
人命を失うような非惨な事故が発生したこと、従来本件道路の区間内において、し
ばしば落石或は崩土があつたこと、そのため本件道路を通行する者は、いつ何時落
石または崩土に遭遇するかも判らず、非常な危険にさらされていたこと前認定のと
おりであるところ、本件道路管理者側においては、右落石或は崩土の危険に対し、
従来前記第八に認定した程度の措置を採つたことがあるに過ぎず、本件道路に防護
柵或は防護覆を設置するとか、山地側に金網を張るとか、或は常に山地斜面部分を
調査して、落下しそらな岩石があるときは、これを除去し、崩土が起るおそれがあ
るときは、事前に通行止めをするとかなどの措置を採つた形跡のないことも前叙認
定に照し明らかである。
　まして本件事故発生までは、本件道路管理者側において、本件道路に面する山地
部分の地質を調査して、落石或は崩土に対する根本的対策を樹てようとした形跡な
どは、全然見られない。
　そして本件道路が、さきに認定したように、当時一級国道であり、高知市方面と
中村市方面とを結ぶ交通上極めて重要な道路の一部であることをも考慮に加える



と、本件道路は、その通行の安全を確保する上において、その管理が完全でなく、
ために道路として通常備えるべき安全性を欠いていたものと断ずるに十分である。
従つて本件道路については、その管理に瑕疵があつたことは、これを否定すること
はできない。
　第十一、　控訴人らの所論に対する判断
　（一）　控訴人らは先ず、道路管理の瑕疵の有無は、本件事故発生現場に限定し
てこれを論ずべきである、と主張する。しかし証人Ｊは、当審において、砂岩と頁
岩（風化し易い）との互層帯は、一般に横のひろがりがあり、一定の方向に連なつ
ているものであつて、本件崩土が生じた箇所の右互層帯の延長上には、同種の互層
帯が存するものと推定されるとの趣旨の証言をして居り、右証言と、さきに認定し
たように本件道路においては、従来しばしば落石或は崩土があつた事実とを綜合す
ると、右落石或は崩土は、本件道路の山側の地層にその原因があるものと推認され
る。従つて仮に控訴人ら主張のように、本件事故発生地点においては、南海大地震
の際の大きな崩土を除き、従来落石或は崩土がなかつたとしても、本件事故発生地
点に局限して、道路管理の瑕疵の有無を論ずるのは、妥当でなく、本件の場合にお
いては、本件事故発生現場を含む本件道路全般（その区間は、さきに限定したとお
り）についての危険状況及び管理状況等を考慮に容れて、道路管理の瑕疵の有無を
決するのが相当である。
　（二）　次に控訴人らは、本件崩土が起きた箇所は、その峻険な地形に照し、事
前に調査などすることは事実上不可能である、と主張する。なるほど本件崩土が起
きた箇所は、さきに認定したように、垂直距離約六五米（斜距離約七七米）の高所
であり、道路からは草木に遮られて見えない上、急斜面であつて登ることも容易で
ないことは、原審及び当審における検証の結果に照し、これを認めることができる
けれども、本件道路に面する山地部分が、全然登ることの不可能な地形であると
は、到底見られない。そして若し登つて、地質、地層等を調査するならば、落石或
は崩土の危険を予知できたであろうととは、原審及び当審証人Ｊの証言に徴して明
らかである。従つて、本件崩土が起きた箇所を事前に調査することは不可能である
との所論は、採用できない（なお本件崩土が生じた箇所附近の山地は、私人（辻勇
八）の所有地に属すること原審証人Ｉの証言に徴して明らかであるが、道路管理者
またはその命じた者若しくはその委任を受けた者は、道路に関する調査、測量若し
くは工事又は道路の維持のため必要ある場合においては、他人の土地に立ち入るこ
とができることは、道路法第六六条に規定されているところである）。
　（三）　次に控訴人らは、本件道路に防護柵等の防護施設を設置するには、巨額
の費用を要し、予算面において到底不可能である、と主張する。成立に争いのない
乙第九号証の一、二及び当審証人Ｑ（四国地方建設局道路計画課長）の証言に徴す
れば、本件道路に防護柵（金網張軌条造落石止柵、二米間隔で、長さ一〇米、重さ
三〇瓩の軌条を立て、その上部を四五度に曲げて、金網を張る）を設置するとした
場合、一米の単価が金四万五〇〇〇円で、全区間を一、〇〇〇米として、約金九、
〇〇〇万円の費用を要することを窺うことができる。右費用の額が、相当の多額で
あることは否定できず、高知県として、その予算措置に窮するであろうことは、容
易に察せられるとこではあるが、それだからといつて、道路の管理の瑕疵によつて
生じた損害に対する賠償責任が免責されると考えるのは相当でない（地方公共団体
が予算の範囲内で道路の管理をしたからといつて、直ちに道路の管理の瑕疵がない
とはいえない点につき、最高裁判所昭和四〇年四月一六日判決、判例時報第四〇五
号九頁参照）。
　（四）　控訴人らは、、本件道路については、道路構造令（昭和三三年政令第二
四四号）第三一条の適用がないから、防護施設を設ける義務がないとも主張する。
しかし右道路構造令第三一条は、「（前略）なだれ、落石等により交通に支障を及
ぼし、若しくは道路の構造に損傷を与えるおそれがある箇所には、さく、駒止、擁
壁その他の適当な防護施設を設けるものとする」と定めているところ、本件道路
は、現行道路法（昭和二七年法律第一八〇号）施行当時既に存在していた道路であ
るから、これを改築する場合を除き、右道路構造令が直接適用されないとしても
（道路法施行法第一〇条第一項参照）、本件道路に前認定のような落石または崩土
の危険性が存する以上、道路管理者としては、右第一三条の趣旨に則り、状況に応
じて適当な防護施設を設け、危険性の除去に努めるべきは、当然である。
　（五）　控訴人らは、本件事故は、異常な天然現象から生じた災害であつて、全
く不可抗力に基づくものであると主張する。ところで本件事故前の昭和三八年六月
上旬頃、須崎市附近は、雨天の日が多く、降り続いた雨が誘因となつて、本件崩土



を起したものであることは、さきに認定したとおりであるが（前記第六参照）、本
件道路においては、従来しばしば落石または崩土があつたことは、前記第七に認定
したとおりであり、降雨の続いた後などに、落石または崩土が起るかもしれないこ
とは、十分予測し得るところであつて、これに対処して道路の安全を図る方法が全
然なかつたとは考えられないから、本件事故前の気象状況が或程度異常であつたに
もせよ、本件事故の発生が不可抗力に基づくものであるとは、到底認められない
（なお控訴人らが本件事故当日襲来したと主張する台風第二号は、当日の午後一〇
時頃四国南西部に上陸したものであること成立に争いのない甲第一〇号証の一に徴
し明らかであつて、本件事故発生前においては、右台風の影響は格別なかつたこと
が窺われる）。
　その他控訴人らの提出援用に係る各証拠を仔細に検討しても、控訴人らの所論
は、未だこれを採用し難い。
　第十二、　控訴人らの損害賠償責任
　以上の説示により、本件事故は、本件道路の管理に瑕疵があつたために生じたも
のといわざるを得ず、本件道路は国道（国の営造物）であつて、高知県知事が管理
していたものであるから、控訴人国は、国家賠償法第二条第一項により、控訴人高
知県は、管理費用負担者（道路法第四九条参照）として、国家賠償法第三条第一項
により、それぞれ本件事故によつて生じた損害を賠償すべき責に任ずべきであると
いわなければならない。
　第十三　、損害額について
　（一）　亡Ａの財産上の損害
　成立に争いのない甲第一号証、乙第五号証、原審証人Ｔ、同Ｒ、同Ｓ、同Ｗ、当
審証人Ｍ、同Ｄ、同Ｅの各証言並びに原審における被控訴本人両名の各供述を綜合
すると、Ａは昭和二二年一月二〇日被控訴人らの五男として出生し、健康に恵ま
れ、昭和三七年一一月二五日訴外四国運輸建設株式会社に自動車運転助手として雇
われ、将来は、自助車運転手として同会社に勤務する意思を持ち、そのため、助手
として勤務の傍ら、運転手であるＲの指導で運転技術の習得に励んでいたこと、同
会社における同人の死亡時の助手としての給与は、一ケ月平均金一万一〇〇〇円を
下らなかつたこと、そして遅くとも、昭和四〇年六月頃までには、同会社の運転手
に採用される見込があり、その時点における同会社の一八才の運転手の給与は、一
ケ月金二万五〇〇〇円を下らないものであること、同会社は、定年は五六才である
ところ、Ａは、死亡時一六才を超えたばかりであつて、死亡しなければ、昭和四〇
年六月までは助手として（その期間二年）、それ以後は運転手或は作業員として、
少くとも三六年間は勤務し、その間右各金額を下らない収入を挙げることができた
であろうにもかかわらず、本件事故による死亡によつてこれを失つたこと、以上の
事実を認めることができ、右認定を動かすに足る資料はない。
　ところで当審証人Ｄの証言、原審における被控訴本人Ｂの各供述を綜合すると、
Ａは、事故当時の生活費は、一ケ月金八〇〇〇円の支出で足りたこと、右は同人が
前記会社の無料の宿舎に住込み、衣料品等を会社の支給物で済ませたためであるこ
とが窺われる。そうすると、同人の生活費としては、助手期間は、一ヶ月金八〇〇
〇円で足りるとしても、運転手に昇格し、年令も長ずれば、少くとも一ヶ月金一万
円の生活費の支出を要するものと見るのが相当である。
　そうすると、助手期間の二年間は、毎月一万一〇〇〇円から金八〇〇〇円を控除
した金三〇〇〇円、運転手となつた後三六年間は、毎月金二万五〇〇〇円から金一
万円を控除した金一万五〇〇〇円の利益を得ることができたものというべきである
ところ、これの死亡時における現価額（ホフマン式計算法に従い、一ケ月毎の複式
計算方式により年五分の割合による中間利息を控除した額は、金三五五万四〇九七
円（円以下切捨）となること算数上明らかである。従つてＡは、本件事故により、
右金額相当の利益を失つたことになるから、控訴人国及び高知県に対し、それぞれ
同額の損害賠償債権を取得したこととなる。
　ところで、成立に争いのない甲第一号証によれば、亡Ａの相続人は、その両親で
ある被控訴人両名であること（相続分各二分の一）明らかであるから、被控訴人両
名は、各自右Ａの有する損害賠償債権の二分の一宛、すなわち金一七七万七〇四八
円（円以下切捨）宛の債権を相続により取得したこととなる。
　しかるところ、被控訴人らは、労働者災害補償保険法により、本件事故による遺
族補償金として、それぞれ金二一万五五一〇円宛を給付されていること、当事者間
に争いがないから、この金員は、控訴人らが賠償すべき金員から控除すべきもので
ある。なお控訴人らは、被控訴人春茂が給付を受けた葬祭料も控除すべきであると



主張するが、これは損害を填補するものでないから、控訴人らの右主張は理由がな
い。
　（二）　被控訴人らの慰籍料について
　前顕甲第一号証及び原審における被控訴本人両名の供述によると、Ａは、被控訴
人らの五男ではあつたが、生存する男子として事実上の三男であり、上二人の男子
は、他県に転出し、或は病弱であるため、被控訴人らは、Ａに老後を託することと
しており、同人に対する期待は大きかつたこと、同人の不慮の死亡により、被控訴
人両名は、精神上大きな苦痛を蒙つたことを十分窺うことができる。この苦痛に対
する慰籍料としては、前叙認定の諸事実を考慮に容れると、それぞれ金五〇万円を
以て相当と認める（そのうち各金二五万円については、既に原審において被控訴人
らの請求が認容されている）。
　第十四　結　　　論
　そうすると、控訴人らは、被控訴人らに対し、それぞれ、財産上の損害賠償とし
て各金一五六万一五三八円及びこれに対する本件事故発生後であること明らかな昭
和四〇年九月一日から完済に至るまで民法所定年五分の割合による遅延損害金、並
びに慰籍料として各金二五万円及びこれに対する本件事故発生後であること明らか
な同年五月八日より完済に至るまで前同率の割合による遅延損害金の支払をなすべ
き義務があるものというべきである。
　よつて、被控訴人両名の慰籍料請求を認容した原判決は相当であるから、民事訴
訟法第三八四条第一項に従い、本件各控訴を棄却することとし、被控訴人らの当審
における請求拡張部分については、前記認定の限度でこれを認容し、その余の部分
は、失当として棄却することとし、訴訟費用の負担について、同法第九五条、第八
九条、第九二条を、仮執行の宣言について、同法第一九六条を、それぞれ適用し
て、主文のとおり判決する。
　（裁判長裁判官　浮田茂男　裁判官　加藤龍雄　裁判官　山本茂）


